
 

 

 

 

 

 

第９回大都市交通センサスの集計結果  

 

 

平成 12 年実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国
 土 交 通 省 



 

 

は じ め に 

 

 国土交通省においては、昭和 35 年以来、５年毎に首都圏、中京圏、近畿圏の三大都

市圏について大量公共交通機関の利用実態を把握し、都市交通政策立案のための基礎資料

とするため大都市交通センサスを実施してきました。 

このパンフレットは、第９回目にあたる平成 12 年大都市交通センサスで得られた調査

結果のうち、主なものについてまとめたものです。 

なお、本調査の実施に際しては、公共交通機関利用者各位、関係事業者各社より、多大

な協力をいただきました。ここに、あらためてお礼申しあげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 三大都市圏におけ

① 鉄道総輸送人員

② 鉄道における普

③ ピーク１時間の

④ ピーク１時間の

２．三大都市圏の通勤

① 通勤・通学定期

② 勤務形態の変化

③ 通勤・通学交通

④ 通勤・通学所要

⑤ 通勤・通学利用  

□ご協力いただいた団

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本パンフレット

大都市交通センサスでは、複数の実態調査の結果

調査を利用して集計したかが分かるように、表題・

ています。 

    鉄道定期券利用者調査と鉄道普通券調査を

    鉄道またはバス・路面電車定期券利用者調

    鉄道輸送サービス実態調査を利用 
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調査対象圏域  

 

 
 大都市交通センサスは、首都圏、中京圏、近畿圏の三大都市圏で実施しています。各都市圏では、

次に示す都府県内にまたがる地域を対象に調査対象圏域を設定しています。  

 

 

中京圏 

愛知県、岐阜県、三重県

近畿圏 

大阪府、兵庫県、京都府、

奈良県、滋賀県、和歌山県、

三重県 

首都圏 

東京都、神奈川県、埼玉県、

千葉県、茨城県、群馬県、

栃木県、山梨県 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の内容  
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調査期間 調査対象

1）住所
2）勤務地・就学地
3）定期券種類
4）鉄道利用経路、乗降時刻
5）居住地出発時刻、勤務地・
就学地到着時刻
6）帰宅時の乗降駅、乗降時
刻、帰宅時刻
7）性別・年齢
8）週休日
9）フレックスタイム制の適用

普通券調査 平成12年10月又は11月の平
日１日

定期券調査の調査区域内の鉄道
駅において降車した普通券利用
の旅客のうち、調査区域内の鉄
道駅で乗車した者

輸送力調査 平成12年10月又は11月の平
日１日

大都市交通センサスの調査対象
圏域内にある全ての路線（区
間）

駅間断面輸送力

1）住所
2）勤務地・就学地
3）定期券種類
4）バス・路面電車利用経路、
乗降時刻
5）居住地出発時刻、勤務地・
就学地到着時刻
6）帰宅時刻・手段
7）性別・年齢
8）週休日
9）フレックスタイム制の適用

バス・路面電
車ＯＤ調査

平成12年10月又は11月の平
日１日

調査区間内（東京23区、名古屋
市、大阪市）に起点又は終点を
持つ系統について、各系統ごと
に時間帯ごとの便数の１／５以
上の車両を調査対象車両とし当
該車両に乗降する旅客

輸送力調査 平成12年10月又は11月の平
日１日

バス・路面電車ＯＤ調査の対象
系統及び主要バスターミナルに
起点又は終点を持つ系統

停留所間断面輸送力

乗降停留所間移動人員

乗降駅間移動人員

定期券調査

調査名 調査項目

鉄
　
　
　
　
道

定期券調査 平成12年10月23日（月）
～27日（金）の５日間

平成12年10月23日（月）
～27日（金）の５日間

調査期間中、調査区域内の定期
券発売所において定期券を購入
した旅客のうち、調査区域内に
利用区間がある者

バ
ス
・
路
面
電
車

調査期間中、調査区域内の定期
券発売所において定期券を購入
した旅客、又は調査区域内の駅
で降車した定期券利用旅客のう
ち、調査区域内に利用区間があ
る者



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.三大都市圏における鉄道輸送の動向 

大都市交通センサスで

ています。平成２年、平

 

○ 首都圏の終日の総輸送
加となっています。ま

す。 

○ 中京圏では、平成２年
年には、10 年前の 452

○ 近畿圏では、総輸送人
て 1,995 万人/日と 7.

2 ,877
（68 .5％）

3 ,442
（71 .7％）

3 ,256
（72 .0％）

1 ,320
（31 .5％）

1 ,356
（28 .3％）

1 ,265
（28 .0％）

0

平成12年

平成７年

平成２年

4 ,197

4 ,799

4 ,520

15 ,7 11（72 .7％）

14 ,222（69 .8％）

13 ,4 01（67 .2％）

5 ,9

6 ,1 49

6 ,544（平成12年

平成７年

平成２年

近畿圏 

中京圏 

首都圏 

35 ,4 1

35 ,9

36 ,3

0

平成12年

平成７年

平成２年
①鉄道総輸送人員の推移 

は、鉄道の各路線に乗車した延べ人数（総輸送人員）を集計し

成７年および平成12年の総輸送人員を比較します。 

人員は、10 年前の 4,981 万人/日に対して 5,071 万人/日と 1.8％の増

た、定期券利用者が減少していますが、普通券利用者は増加していま

から７年にかけては、総輸送人員は微増となっていましたが、平成 12

万人/日に対して 420 万人/日と 7.1％の減少となっています。 

員は平成２年以降減少が続いており、10 年前の 2,162 万人/日に対し

7％の減少となっています。 

20,000 40,000 60,000

（千人/日）
定期券 普通券

08（27 .3％）

（30 .2％）

32 .8％）

40,000 60,000

（千人/日）
定期券 普通券

19 ,946

20 ,371

21 ,619

3（69 .8％）

34（71 .4％）

12（72 .9％）

15 ,2 94（30 .2％）

14 ,383（28 .6％）

13 ,5 02（27 .1％）

20,000 40,000 60,000

（千人/日）
定期券 普通券

50 ,707

50 ,317

49 ,814

。 
0 20,000

＊グラフの中のパーセントは、利用券種の構成比を示しています
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普
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○

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２年

定期券
72.9%

普通券
27.1%

平成７年

普通券
28.6%

定期券
71.4%

平成12年

定期券
69.8%

普通券
30.2%

首都圏 

 

②鉄道における普通券利用割合の変化 

 

鉄道利用者については、三大都市圏ではいずれも定期券利用者の割合が年々減少し、

通券利用者の割合が増加しています。 

 

 首都圏では、平成２年から平成 12 年にかけて普通券利用者の割合が 3.1 ポイント増加して
います。 

 中京圏では、平成２年から平成 12 年にかけて普通券利用者の割合が 3.5 ポイント増加して
おり、特に、平成７年から平成 12 年にかけての増加率が高くなっています。 

 近畿圏では、平成２年から平成 12 年にかけて普通券利用者の割合が 5.5 ポイント増加して
おり、三圏の中では最も増加率が高く、利用割合も多くなっています。 

 普通券利用者の割合の増加は、勤務形態の変化や、乗車時にきっぷを購入する必要のないＳ
Ｆ（ストアードフェア）カードの普及などが影響していると思われます。 
－普通券利用割合の増加傾向－
平成２年

普通券
28.0%

定期券
72.0%

平成７年

定期券
71.7%

普通券
28.3%

平成12年

普通券
31.5% 定期券

68.5%

平成２年

普通券
27.3%

平成７年

普通券
30.2%

平成12年

普通券
32.8% 定期券

67.2%

定期券
69.8%

定期券
72.7%

近畿圏中京圏
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ピーク１時間における

 

○ 首都圏の主要路線（
は、ピーク１時間に

は 37.5％となってい

○ 中京圏の主要路線（
では、それぞれピー

高い区間で 49.8％で

○ 近畿圏の主要路線（
れピーク１時間に５

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
首都圏 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県

群馬

東京都
③ピーク１時間の路線別輸送量 

各路線の輸送量を図に示します。 

ＪＲの放射方向路線・山手線、大手民鉄の本線、営団地下鉄線など）に

10 万人を超える輸送量を示す路線もあり、ピーク率注は最も高い区間で

ます。 

中央本線、名鉄本線・近鉄名古屋線、名古屋市交東山線・名城線など）

ク１時間に３万人～５万人の輸送量となっていますが、ピーク率は最も

あり、三大都市圏の中で最も高くなっています。 

東海道本線、大手民鉄の本線、大阪市交の一部路線など）では、それぞ

万人～10万人の輸送量となっており、ピーク率は最も高い区間で39.0％

ピーク１時間の路線別輸送量 

       ピーク１時間輸送量
注．ピーク率＝ 
         終日輸送量 

5

60km

30km

県 栃木県

茨城県
埼玉県

千葉県

＊並行している路線は、合計した値を表示している。 

＊上りまたは下り方向のうち、断面交通量の大きい方向を示している。

0～ 1

1～ 3
3～ 5

5～10

10～

凡例
（万人／時・片道）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0～1
1～3

3～5

5～10
10～

凡例
（万人／時・片道）

県境＊

ピーク１時間の路線別輸送量 

近畿圏 

中京圏 

 

上りまたは下り方向のうち、断面交通量の

大きい方向を示している。 
0～ 1
1～ 3

 3～ 5

 5～10
10～

凡例
（万人／時・片道）

県境＊上りまたは下り方向のうち、断面交通量の

大きい方向を示している。 

ピーク１時間の路線別輸送量 
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ピーク１時間における

 

○ 首都圏の主要路線（Ｊ
線など）では、それぞ

ク時間帯は８時～９時

○ 中京圏の主要路線（東
それぞれピーク１時間

～８時の路線と８時～

○ 近畿圏の主要路線（東
など）では、それぞれ

時間帯は８時～９時が

○ ピーク１時間の路線別
上回っており、ピーク

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県

群馬県

東京都

首都圏 

 

④ピーク１時間の路線別輸送力 

各路線の輸送力を図に示します。 

Ｒの放射方向路線・山手線、大手民鉄の本線、営団地下鉄線の一部路

れピーク１時間に３万人～５万人の輸送力が提供されています。ピー

が主で、10％前後のピーク率注となっています。 

海道・中央本線、名鉄本線・近鉄名古屋線、名古屋市交など）では、

に１万人～３万人の輸送力が提供されています。ピーク時間帯は７時

９時の路線があり、10％前後のピーク率となっています。 

海道本線・大阪環状線、大手民鉄の本線、大阪市交御堂筋線・堺筋線

ピーク１時間に３万人～５万人の輸送力が提供されています。ピーク

主で、10％前後のピーク率となっています。 

輸送量と比較すると、三大都市圏では大半の路線で輸送量が輸送力を

時間帯の混雑がうかがえます。 

ピーク１時間の路線別輸送力 

       ピーク１時間輸送力 
注．ピーク率＝ 
         終日輸送力 

60km

30km

栃木県

茨城県
埼玉県

千葉県

0～ 1

1～ 3
3～ 5

5～10

10～

凡例
（万人／時・片道）
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中京圏 ピーク１時間の路線別輸送力  
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1～ 3

3～ 5
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凡例
（万人／時・片道）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ピーク１時間の路線別輸送力  
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0～ 1
1～ 3

3～ 5

5～10
10～

凡例
（万人／時・片道）

県境

近畿圏  



 

 

 

 

２.三大都市圏の通勤・通学輸送の動向 

 

 

 定期券を購入して

平成７年から平成 1

に、中京圏では１日

対して約346万人

 

○ 首都圏では、平成
○ 中京圏では、平成
○ 近畿圏では、平成

 

7,000

2,470

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成２年

（千人/日・片道）

9,470

<首

　　通

 

①通勤・通学定期券利用者数の変化 

、鉄道又はバス・路面電車を利用する通勤・通学定期券利用者は、

2 年にかけて、首都圏では１日約 955 万人に対して約 893 万人

106 万人に対して約 87 万人に、近畿圏では１日約 381 万人に

になっており、各都市圏とも減少しています。 

12 年の調査で初めて定期券利用者数が減少に転じました。 

７年は微減でしたが、平成 12 年には大きく減少しています。 

２年から継続して定期券利用者数が減少しています。 

 

7,326

2,222

平成７年 平

9,548

都圏>

勤　　通学
通勤・通学定期券利用者数の推移
6,881

634 633 537

3,052 2,799 2,541

2,044

428 425 333

1,163
1,015

914

成12年 平成２年 平成７年 平成12年 平成２年 平成７年 平成12年

8,925

1,063 1,058 870

4,215
3,814

3,456

<中京圏>

<近畿圏>

　　通勤　　通学 　　通勤　　通学
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 鉄道またはバス・路面電車定

圏とも増加しており、週休二日

 

○ 鉄道定期券利用者では、土曜日
近畿圏が 65.3％となっており

○ バス・路面電車定期券利用者で
60.8％、近畿圏が 59.4％となっ

 

 

 

 

 

 

 

 

52.0

37.3

65.6
59.0

71.3
67.5

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

首都圏 中京圏

（％）

<鉄道>

Ｈ２Ｈ７Ｈ12 Ｈ２Ｈ７Ｈ12

首都圏 中京圏

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鉄道またはバス・路面電車定

る人の割合は、平成 12 年で

て普及が進んでいます。 

 

○ 鉄道定期券利用者で、フレッ
中京圏で 10.5％、近畿圏で 1

2.6 ポイント、4.4 ポイント

○ バス・路面電車定期券利用者
で 10.9％、中京圏で 9.8％、

ポイント、1.8 ポイント、5.

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.1

7.9

15.0

10.5

0.0

10.0

20.0

30.0

首都圏 中京圏

（％）

<鉄道>

Ｈ７　Ｈ12

首都圏 中京

Ｈ７　Ｈ12
－ 

②勤務形態の変化 
－週休二日制の普及の拡大
期券利用者のうち、土曜日が休みの人の割合は、各都市

制の普及が拡大しています。 

が休みの人の割合は、首都圏が 71.3％、中京圏が 67.5％、

、経年的に増加しています。 

は、土曜日が休みの人の割合は、首都圏が 54.7％、中京圏が

ており、鉄道定期券利用者と同様に経年的に増加しています。

39.3

29.4 29.3 29.3

60.7

50.5
54.9

51.7

65.3

54.7
60.8 59.4

近畿圏 首都圏 中京圏 近畿圏

<バス・路面電車>

Ｈ２Ｈ７Ｈ12 Ｈ２Ｈ７Ｈ12 Ｈ２Ｈ７Ｈ12Ｈ２Ｈ７Ｈ12

近畿圏 首都圏 中京圏 近畿圏

 
－フレックスタイム制の普及－
土曜日が休みの人の占める割合の変化
期券利用者のうち、フレックスタイム制が適用されてい

９％～15％となっており、各都市圏とも平成７年に比べ

クスタイム制が適用されている人の割合は、首都圏で 15.0％、

0.6％となっており、平成７年よりもそれぞれ、4.9 ポイント、

増加しています。 

で、フレックスタイム制が適用されている人の割合は、首都圏

近畿圏で 8.9％となっており、平成７年よりもそれぞれ、3.5

0 ポイント増加しています。 

 
フレックスタイム制を適用されている人の占める割合の変化
10

6.2
7.4 8.0

3.9

10.6 10.9
9.8

8.9

近畿圏 首都圏 中京圏 近畿圏

<バス・路面電車>

近畿圏 首都圏 中京圏 近畿圏

Ｈ７　Ｈ12 Ｈ７　Ｈ12 Ｈ７　Ｈ12 Ｈ７　Ｈ12



 

 

 通勤・通学定期券利

が主体となっています

られます。 

 

○ 首都圏では、平成７
ていますが、神奈川

○ 中京圏・近畿圏では

 

 

 

 

 

首都圏 

 

③通勤・通学交通流動量の変化

用者の交通流動量をみると、各都市圏とも都心地区への交通流動

。なお、近畿圏では、神戸市・京都市の中心部への交通流動もみ

年からの交通流動量の変化をみると、都心へ向かう交通流動量が減少し

方面や遠距離からの交通流動量には増加傾向もみられます。 

、ほとんどの地域間で交通流動量が減少しています。 

地域間交通流動量 

・単位：人／日・片道
・10,000人以下の流動を除く

10,000 500,000
地域間交通流動量の変化（Ｈ７→Ｈ12） 

50km 圏 

30km 圏 
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・単位：人／日・片道
・10,000人以下の流動を除く

50,0000-50,0000

50km 圏 

30km 圏



 
地域間交通流動量 

 

 

30km圏

10km圏
・単位：人／日・片道
・10,000人以下の流動を除く

10,000 100,000

中京圏  

 

 

地域間交通流動量の変化（Ｈ７→Ｈ12） 

 

30km圏

10km圏
・単位：人／日・片道
・10,000人以下の流動を除く
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 地域間交通流動量 
近畿圏  
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30km圏
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 通勤・通学定期券利用

っていましたが、平成

 

○ 通勤・通学別にみた平
59 分、通学で 73 分、

所要時間が通勤より長
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④通勤・通学所要時間の変化
 
－減少に転じた通勤・通学所要時間－
者全体の平均所要時間は、平成７年の調査までは増加傾向とな

12年の調査ではじめて減少傾向に転じました。 

均所要時間は、首都圏の通勤で 67 分、通学で 73 分、中京圏の通勤で

近畿圏の通勤で 61 分、通学で 75 分となっており、各圏域とも通学の

くなっています。 

通勤・通学所要時間の変化 

中京圏

59.0

72.6

64.3

平成12年

61.2

68.3

72.3

77.9
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64.9
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⑤通勤・通学定期券利用者によるバスと鉄道の乗り継ぎ状況  

 

 定期券を使って、バス・路面電車と鉄道を乗り継ぐ利用者は、首都圏では約７割、中

京圏・近畿圏では約６割となっています。 

 

○ 首都圏では、
○ 中京圏では、
○ 近畿圏では、
○ 首都圏・近畿
のバスターミ

阪駅などの都
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乗り継ぎ率 60.0 74.3 6

 

バス定期券利用者の 68.9％が鉄道と乗り継いでいます。 
バス利用者の６～７割は鉄道との乗り継ぎバス定期券利用者の 60.5％が鉄道と乗り継いでいます。 

バス定期券利用者の 59.8％が鉄道と乗り継いでいます。 

圏の乗り継ぎ率をみると、あざみ野駅、市川駅、生駒駅、舞子駅などの郊外駅

ナルでは、80％を超える駅も多くみられますが、渋谷駅、横浜駅、難波駅、大

心駅のバスターミナルでは、60％を下回っています。 

利用者 

バス定期券利用者が鉄道と乗り継ぐ割合 

40 .2%

39 .5%

31 .1%

59 .8%

68 .9%

乗り継ぐ割合 乗り継がない割合

25% 50% 75% 100%
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首都圏

バスターミナルにおいて降車

したバス定期券利用者総数

（乗り継ぎ不明を除く）

上記のうち、鉄道へ

乗り継ぐ利用者数

凡例

15



 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

名

古

屋

栄 近

鉄

四

日

市

豊

橋

（人／日・片道）
中京圏 

 

 

 

 

バスターミナルにおいて降車

したバス定期券利用者総数

（乗り継ぎ不明を除く）

上記のうち、鉄道へ

乗り継ぐ利用者数

凡例

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乗り継ぎ率 49.8 32.4 42.8 34.8 

 

 

 
近畿圏

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

垂

水
枚

方

市

大
正
千

里

中

央

舞
子
天
王

寺

川

西

能

勢

口

石

山

三

ノ
宮

桂 大

阪

生

駒

奈
良

明

石

神

戸

中

津
宝

塚

京
都
王

寺

難

波

（人／日・片道）

バスターミナルにおいて降車

したバス定期券利用者総数

（乗り継ぎ不明を除く）

上記のうち、鉄道へ

乗り継ぐ利用者数

凡例

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乗り継ぎ率 83.1 61.6 87.0 53.8 93.9 67.8 64.6 84.7 54.2 93.6 48.0 94.8 65.7 68.0 60.2 73.2 78.6 59.3 88.0 34.4
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（社）日本
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

首

東日本旅客鉄道株

東海旅客鉄道株式

東京都交通局 

横浜市交通局 

帝都高速度交通営

京浜急行電鉄株式

小田急電鉄株式会

京王電鉄株式会社

東京急行電鉄株式

西武鉄道株式会社

東武鉄道株式会社

京成電鉄株式会社

新京成電鉄株式会

秩父鉄道株式会社

相模鉄道株式会社

関東鉄道株式会社

総武流山電鉄株式

 

東京都交通局 

横浜市交通局 

京浜急行電鉄株

京王電鉄株式会

東急バス株式会

東武鉄道株式会

京成電鉄株式会

新京成電鉄株式

秩父鉄道観光バ

相模鉄道株式会

関東鉄道株式会

小湊鉄道株式会

江ノ島電鉄株式

箱根登山鉄道株

伊豆箱根鉄道株

ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ関東

川崎市交通局 

小田急バス株式

関東バス株式会

国際興業株式会

京王バス株式会

西武観光バス株

西武バス株式会

立川バス株式会

西東京バス株式

神奈川中央交通

西武自動車株式

東急トランセ株

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
ご協力いただいた団体・事業者 

（社）公営交通事業協会（社）日本バス協会 民営鉄道協会 

水間鉄道株式会社 

京福電気鉄道株式会社 

近江鉄道株式会社 

大阪府都市開発株式会社 

京都市交通局 

神戸市交通局 

三木鉄道株式会社 

神戸新交通株式会社 

叡山電鉄株式会社 

北神急行電鉄株式会社 

大阪高速鉄道株式会社 

大阪ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄｼｽﾃﾑ株式会社

近畿圏（25 社）

西日本旅客鉄道株式会社 

東海旅客鉄道株式会社 

近畿日本鉄道株式会社 

南海電気鉄道株式会社 

阪神電気鉄道株式会社 

阪急電鉄株式会社 

京阪電気鉄道株式会社 

北大阪急行電鉄株式会社 

大阪市交通局 

神戸高速鉄道株式会社 

山陽電気鉄道株式会社 

神戸電鉄株式会社 

能勢電鉄株式会社 

 

 

中京圏（13 社）

東海旅客鉄道株式会社

名古屋市交通局 

名古屋鉄道株式会社 

近畿日本鉄道株式会社

三岐鉄道株式会社 

豊橋鉄道株式会社 

樽見鉄道株式会社 

長良川鉄道株式会社 

愛知環状鉄道株式会社

伊勢鉄道株式会社 

明知鉄道株式会社 

桃花台新交通株式会社

株式会社東海交通事業

都圏（34 社） 

小湊鉄道株式会社 

江ノ島電鉄株式会社 

箱根登山鉄道株式会社 

伊豆箱根鉄道株式会社 

東京モノレール株式会社 

湘南モノレール株式会社 

北総開発鉄道株式会社 

いすみ鉄道株式会社 

多摩都市モノレール株式会社 

株式会社ゆりかもめ 

東京臨海高速鉄道株式会社 

東葉高速鉄道株式会社 

山万株式会社 

埼玉新都市交通株式会社 

横浜新都市交通株式会社 

千葉都市モノレール株式会社 

鹿島鉄道株式会社 

式会社 

会社 

団 

会社 

社 

 

会社 

 

 

 

社 

 

 

 

会社 

鉄 道 事 業 者

伊丹市交通局 

明石市交通部 

阪急田園バス株式会社 

江若交通株式会社 

滋賀交通株式会社 

帝産湖南交通株式会社 

奈良交通株式会社 

和歌山バス株式会社 

神姫ゾーンバス株式会社 

阪堺電気軌道株式会社 

和歌山バス那賀株式会社 

南海りんかんバス株式会社 

関西空港交通株式会社 

神戸航空交通ﾀｰﾐﾅﾙ株式会社 

エヌシーバス株式会社 

南海ウイングバス金岡株式会社

南海ウイングバス南部株式会社

湖国バス株式会社 

京阪宇治交サービス株式会社 

京阪シティバス株式会社 

近畿圏（42 社） 

近鉄バス株式会社 

南海電気鉄道株式会社 

阪神電気鉄道株式会社 

大阪市交通局 

山陽電気鉄道株式会社 

神鉄バス株式会社 

水間鉄道株式会社 

近江鉄道株式会社 

西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ株式会社 

阪急バス株式会社 

大阪空港交通株式会社 

高槻市交通部 

金剛自動車株式会社 

京都市交通局 

京阪バス株式会社 

京都交通株式会社 

京都バス株式会社 

京阪宇治交通株式会社 

神戸市交通局 

神姫バス株式会社 

尼崎市交通局 

姫路市交通局 

中京圏（16 社）

名古屋市交通局 

名古屋鉄道株式会社 

三岐鉄道株式会社 

豊橋鉄道株式会社 

ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海バス株式会社 

岐阜市交通部 

三重交通株式会社 

八風バス株式会社 

岐阜乗合自動車株式会社 

知多乗合株式会社 

東濃鉄道株式会社 

名阪近鉄バス株式会社 

三河交通株式会社 

濃飛乗合自動車株式会社 

北恵那交通株式会社 

株式会社岐阜ﾊﾞｽｺﾐｭﾆﾃｨ 

首都圏（56 社） 

川崎鶴見臨港バス株式会社 

千葉交通株式会社 

日東交通株式会社 

千葉中央バス株式会社 

東洋バス株式会社 

ちばレインボーバス株式会社 

九十九里鉄道株式会社 

都自動車株式会社 

阪東自動車株式会社 

千葉海浜交通株式会社 

船橋バス株式会社 

ちばシティバス株式会社 

ちばグリーンバス株式会社 

関鉄観光バス株式会社 

茨城急行自動車株式会社 

茨城観光自動車株式会社 

大利根交通自動車株式会社 

関東自動車株式会社 

富士急行株式会社 

東京空港交通株式会社 

成田空港交通株式会社 

大和観光自動車株式会社 

千葉内陸バス株式会社 

東京ベイシティ交通株式会社 

平和交通有限会社 

富士急都留中央バス株式会社 

ちばフラワーバス株式会社 

朝日自動車株式会社 

式会社 

社 

社 

社 

社 

会社 

ス株式会社 

社 

社 

社 

会社 

式会社 

式会社 

株式会社 

会社 

社 

社 

社 

式会社 

社 

社 

会社 

株式会社 

会社 

式会社 

バス・路面電車事業者
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